



















　前稿（1）で，対照的な二つの市の手法として，野洲市における滞納世帯 1,122，差押え件数 38 件，






　平成 15 年度（2003 年）から税収が急増していることが理解できる。地方税は，主として個人と
法人からなる市民税と固定資産税であり，図表 2にみられるように，その構成は変化している。通
常，地方税が急増するのは大手企業が移転してくるようなことが想定できるのであるが，前橋市で
はそうではない。市税が急増している時期，法人市民税は構成割合として，平成 15 年度の 10.5％
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「①　お役所体質
　 　バブル崩壊後の期間を，一般的には失われた 10 年と呼ぶ。この間，市況は冷え込み国内
全体の経済状況は悪化。それに連動するように，国や各自治体の財政状況，税収状況も悪
化して行った。一方で前橋市の税の徴収は好景気のときの「黙っていても税収は入ってくる」



















図表 1をみると，その成功体験が続いていない状況が読み取れる。平成 21 年度まで右肩上がりで





















ゆまぬ徴収努力」の程度である。経済状態がほとんど変化がない状況で，423 億円から 526 億円を




　2000 年代初頭はバブル景気の余波があり，地方税収は安定的に増大していた。平成 12 年度，平
成 13 年度と地方税は両年とも総計約 35 兆円であった。平成 14 年度になると約 32.9 兆円，平成 15
年度は 32.2 兆円と減少してきた。一方で，地方税の滞納残高（累積）は右肩上がりで累増していて，




　前橋市の収納率の推移平成 16 年度の 97.3％からほぼ一貫して上昇して平成 27 年度には 99.6％と
なっている（3）。 平成 27 年度 地方税滞納額及び徴収率（http://www.soumu.go.jp/main_
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3．野洲市の試み
　前橋市の「滞納は絶対に許さない」という徴税手法と対照的なのが，野洲市の試みである。総人
口 338,190 人（2017 年 10 月 31 日），平成 29 年度予算 1,458 億 9,238 万円の前橋市と比較して，野




　野洲市にしても財政問題はある。「平成 18 年度当初予算においては，13 億円を超える財源不足
が生じており，緊急避難的に基金を取り崩すことにより対応してきましたが，基金残高は枯渇寸前
の状態にあります。今後の財政運営は大変厳しい状況にあります。」（野洲市『野洲市財政健全化計





88.7％から 2010 年には 95.8％にと 7.1％もの向上を実現している。野洲市は「〈国保税関係〉・平成
26 年度収納額は 11 億 6364 万 8000 円であった。収納率の年度推移については，平成 26 年度は平
成 25 年度より若干減少し，95.20％となったが，95％台は確保できた。その結果，野洲市は県内都
市部では4位となった。」（「平成27年度 第1回野洲市国民健康保険運営協議会会議記録〔確定版〕」）
（http://www.city.yasu.lg.jp/ikkrwebBrowse/material/files/group/42/23024.pdf，2017 年 11 月 22
日現在）
　市税の収納率が 96.9％で，昨年度より 0.5％上昇しており，歳入未済額は 2億 4,188 万 3,439
円でした。また，国民健康保険税は収納率が80.8％で，昨年度より収納率は0.3％上昇しており，




果が出ている。（http ://www.c i ty .yasu . lg . jp/ ikkrwebBrowse/mater ia l / f i l e s/





97.2％，平成 15 年度 97％となっている。合併しての市税収納率は平成 17 年度で 96.7％となってい


































































































　図表 3は，中核市の徴税費用を人件費抜きで対市税比率でみたワースト 10 である。徴税費用は
行政区域，人口密度など外的要因が考えられるから，自治体の効率性だけでは判断できないとして
も，「攻めの徴収を行う」には費用が掛かることは読み取れる。一方，野洲市では，同じ年度で比
較できる統計数字ではないが，一般会計予算科目で野洲市の徴税費用をみると平成 18 年度 205,504















⑴　拙稿「滞納処分の現場とその選択肢（上）」『聖学院大学論叢第 30 巻第 1号』　2017 年 10 月。
⑵　群馬県本部前橋市役所職員労働組合書記長飯塚弘一「市税徴収強化からみる前橋市の財政～財政
難 時 代 の 財 源 確 保 に 向 け て ～」（http://www.jichiro.gr.jp/jichiken_kako/report/rep_









⑷　吉国二郎・荒井勇・志場喜徳郎共編『国税徴収法精解』大蔵財務協会，平成 27 年改訂版，1―3 頁。




















⑹　2018 年 1 月 12 日午後 3時から 5時まで野洲市を訪問調査し，山仲善彰野洲市市長，納税推進課


















　 Maebashi city and Yasu city practice distinct tax collection methods.  The former acts on the 
principle “never to forbear a delinquency,” while the latter prefers to find “a way to deliberately 
deliver.” Both methods can achieve high collection rates for city taxes, but the latter is less ex-
pensive when relative collection costs are considered.  Also, seen from the viewpoint of “promot-
ing the welfare of residents” under the Local Autonomy Act, the latter method is more desir-
able.  City tax collections are a means of providing for residents’ welfare.  Furthermore, note 
that the spirit of the National Tax Collection Act is not to extol enforcement of the law as an ob-
jective in and of itself; therefore, any required enforcement must be handled carefully.
Key words:  Procedure for Collection, Maebashi City, Yasu City, National Tax Collection Act, 
Local Autonomy Act, Sakae Wagatsuma
